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〔資料〕
中華人民共利国渉外民事関係法律適用法
〔渉外民事関系法律適用法〕 1) 
（中華人民共和国主席令第36号， 2010年10月28日公布，
2011年4月1日施行）
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第 1章一 般規定
（目的） 2) 
村上幸隆（訳）
第 1条 渉外民事関係の法適用3)を明確化し，渉外民事関係紛争を合理的に解決し，
当事者の合法的権利 • 利益を維持・保護するため，本法を制定する。
（法適用の原則）
第2条 渉外民事関係に適用する法は，本法に従い確定する。その他の法に，渉外民事
関係の法適用に関して特別な規定がある場合は，その規定によ る。
2 本法及びその他の法に，渉外民事関係の法適用に関して規定がない場合は，当該
渉外民事関係と最も密接な関係を有する法を適用する。
（準拠法の明示的選択）
第3条 当事者は，法の規定に従い渉外民事関係の準拠法4)を明示的に選択すること
ができる。
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（強行規定の適用）
第4条 中華人民共和国法に，渉外民事関係に対して強行規定がある場合は，当該強行
規定を直接適用する。
（公序）
第5条 外国法の適用が，中華人民共和国の社会公共の利益を損なう場合は，中華人民
共和国法を適用する。
（不統一国法の適用）
第6条 渉外民事関係に外国法を適用する場合で，当該国に地域別に異なる法が実施さ
れている場合は，当該渉外民事関係の最密接関係地域法を適用する。
（訴訟時効の準拠法）
第7条 訴訟時効については，渉外民事関係に関係する法を適用しなければならない。
（法性決定の準拠法）
第8条 渉外民事関係の法性決定については，裁判所所在地法を適用する。
（反致の否定）
第9条 渉外民事関係に適用する外国法には，当該国の法適用法を含まない。
（外国法の調査）
第10条 渉外民事関係に適用する外国法は，人民法院，仲裁機構又は行政機構により調
査して明らかにする。当事者が外国法の適用を選択する場合は，当該国法を提供し
なければならない。
2 外国法を調査して明らかにすることができない又は当該国法に規定がない場合は，
中華人民共和国法を適用する。
第2章民事主体
（自然人の民事権利能力の準拠法）
第11条 自然人の民事権利能力については，常居所地法を適用する。
（自然人の民事行為能力の準拠法）
第12条 自然人の民事行為能力については，常居所地法を適用する。
2 自然人の民事行為については，常居所地法によれば民事行為無能力者であり，行
為地法によれば民事行為能力者である場合には，行為地法を適用する。但し，婚
姻・家庭，相続にかかわる場合を除く 。
（失踪宣告の準拠法）
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第13条 失踪宣告又は死亡宜告については，自然人の常居所地法を適用する。
（法人の能力等の準拠法）
第14条 法人及びその分支機構の民事権利能力，民事行為能力，組織機構，株主の権利
及び義務などの事項については，登記地法を適用する。
2 法人の主たる営業地と登記地が異なる場合は，主たる営業地法を適用することが
できる。法人の常居所地は，その主たる営業地とする。
（人格権の準拠法）
第15条 人格権の内容については，権利者の常居所地法を適用する。
（代理の準拠法）
第16条 代理については，代理行為地法を適用する。但し，被代理人と代理人の民事関
係については，代理関係の発生地法を適用する。
2 当事者は，合意により，委任代理の準拠法を選択することができる。
（信託の準拠法）
第17条 当事者は，合意により，信託の準拠法を選択することができる。当事者が選択
しない場合は，信託財産の所在地法又は信託関係の発生地法を適用する。
（仲裁合意の準拠法）
第18条 当事者は，合意により，仲裁合意の準拠法を選択することができる。当事者が
選択しない場合は，仲裁機構の所在地法又は仲裁地法を適用する。
（複数の国籍がある場合等の準拠法）
第19条 本法により国籍国法を適用する場合で，自然人が 2か国以上の国籍を有する場
合は，常居所地の国籍国法を適用する。いずれの国籍国にも常居所地がない場合は，
最密接関係地の国籍国法を適用する。自然人が無国籍又は国籍不明の場合は，常居所
地法を適用する。
（常居所地が不明な場合の準拠法）
第20条 本法により常居所地法を適用とする場合で，自然人の常居所地が不明の場合は，
その現居住地法を適用する。
第3章婚姻・家庭
（婚姻の実質的要件の準拠法）
第21条 婚姻成立の要件については，当事者双方の共通の常居所地法を適用する。共通
の常居所地がない場合は，共通の国籍国法を適用する。共通の国籍がない場合は，
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方当事者の常居所地又は国籍国で婚姻を締結をした場合は，婚姻の締結地法を適用す
る。
（婚姻の手続の準拠法）
第22条 婚姻成立の手続については，婚姻締結地法， 一方当事者の常居所地法又は国籍
国法に合致する場合は，いずれも有効とする。
（夫婦の身分関係の準拠法）
第23条 夫婦の身分関係については，共通の常居所地法を適用する。共通の常居所地が
ない場合は，共通の国籍国法を適用する。
（夫婦の財産関係の準拠法）
第24条 夫婦の財産関係については，当事者は，合意により， 一方当事者の常居所地法，
国籍国法又は主たる財産の所在地法の適用を選択することができる。当事者が選択し
ない場合は，共通の常居所地法を適用する。共通の常居所地がない場合は，共通の国
籍国法を適用する。
（親子関係の準拠法）
第25条 親子間の身分関係，財産関係については，共通の常居所地法を適用する。共通
の常居所地がない場合は， 一方当事者の常居所地法又は国籍国法の内，弱者の権利・
利益の保護に有利な法を適用する。
（協議離婚の準拠法）
第26条 協議離婚については，当事者は，合意により， 一方当事者の常居所地法又は国
籍国法の適用を選択することができる。当事者が選択しない場合は，共通の常居所地
法を適用する。共通の常居所地がない場合は，共通の国籍国法を適用する。共通の国
籍がない場合は，離婚手続を受理する機構の所在地法を適用する。
（訴訟離婚の準拠法）
第27条 訴訟離婚については，裁判所所在地法を適用する。
（養子縁組の準拠法）
第28条 養子縁組5)の要件及びその手続については，養親及び養子6)の常居所地法を
適用する。養子縁組の効力については，養子縁組時の養親の常居所地法を適用する。
養子縁組関係の解除については，養子縁組時の養子の常居所地法又は裁判所所在地法
を適用する。
（扶養の準拠法）
第29条 扶養については， 一方当事者の常居所地法，国籍国法又は主たる財産の所在地
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法の内，被扶養者の権利• 利益の保護に有利な法を適用する。
（監護の準拠法）
第30条 監護7) については， 一方当事者の常居所地法又は国籍国法の内，被監護者の
権利• 利益の保護に有利な法を適用する。
第4章相 続
（相続の準拠法）
第31条 法定相続については，被相続人死亡時の常居所地法を適用する。但し，不動産
の法定相続については，不動産所在地法を適用する。
（遺言の方式の準拠法）
第32条 遺言の方式については，被相続人の遺言作成時又は死亡時の常居所地法，国籍
国法又は遺言行為地法に合致する場合は，いずれも遺言の成立を認める。
（遺言の効力の準拠法）
第33条 遺言の効力については，被相続人の遺言作成時又は死亡時の常居所地法又は国
籍国法を適用する。
（遺産管理の準拠法）
第34条 遺産の管理などの事項については，遺産所在地法を適用する。
（相続人がいない場合の遺産の帰属の準拠法）
第35条 相続人がいない遺産の帰属については，被相続人死亡時の遺産所在地法を適用
する。
第5章物 権
（不動産物権の準拠法）
第36条 不動産物権については，不動産所在地法を適用する。
（動産物権の準拠法）
第37条 当事者は，合意により，動産物権の準拠法を選択することができる。当事者が
選択しない場合は，法律事実の発生時の動産所在地法を適用する。
（運送中の動産物権の準拠法）
第38条 当事者は，合意により，連送中の動産物権の変更•発生による準拠法を選択す
ることができる。当事者が選択しない場合は，連送目的地法を適用する。
（有価証券の準拠法）
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第39条 有価証券については，有価証券権利実現地法又はその他当該有価証券と最も密
接な関係を有する法を適用する。
（権利質権の準拠法）
第40条 権利質権については，質権の設定地法を適用する。
第 6章債 権
（契約の準拠法）
第41条 当事者は，合意により，契約の準拠法を選択することができる。当事者が選択
しない場合は，最も当該契約の特徴を表わす義務の履行をする一方当事者の常居所地
法又はその他当該契約と最も密接な関係を有する法を適用する。
（消費者契約の準拠法）
第42条 消費者契約については，消費者の常居所地法を適用する。消費者が商品・サー
ビス提供地法の適用を選択又は事業者8)が消費者の常居所地において関係事業活動
を行わなかった場合は，商品・ サービス提供地法を適用する。
（労働契約の準拠法）
第43条 労働契約については，労働者の勤務地法を適用する。労働者の勤務地の確定が
困難な場合は， 雇用単位の主たる営業地法を適用する。労務派遣については，労務派
遣地法を適用することができる。
（侵権責任の準拠法）
第44条 侵権責任9) については，侵権行為地法を適用する。但し，当事者が共通の常
居所地を有する場合は，共通の常居所地法を適用する。侵権行為発生後，当事者が合
意により準拠法を選択した場合は，その合意による。
（製造物責任の準拠法）
第45条 製造物責任については，被侵権者の常居所地法を適用する。被侵権者が侵権者
の主たる営業地法，損害発生地法の適用を選択し又は侵権者が被侵権者の常居所地に
おいて関係事業活動を行わなかった場合については，侵権者の主たる営業地法又は損
害発生地法を適用する。
（インターネ ット等による人格権侵害の準拠法）
第46条 インターネ ットを通じて又はその他の方法で氏名権，肖像権，名誉権，プライ
バシー権などの人格権を侵害した場合は，被侵権者の常居所地法を適用する。
（不当利得， 事務管理の準拠法）
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第47条 不当利得，事務管理については，当事者が合意により選択した法を適用する。
当事者が選択しない場合は，当事者の共通の常居所地法を適用する。共通の常居所が
ない場合は，不当利得，事務管理の発生地法を適用する。
第7章知的財産権
（知的財産権の帰属及び内容の準拠法）
第48条 知的財産権の帰属及び内容については，保護が求められる地の法を適用する。
（知的財産権譲渡等の準拠法）
第49条 当事者は，合意により，知的財産権の譲渡及び使用許諾の準拠法を選択するこ
とができる。当事者が選択しない場合は，本法の契約に対する関係規定を適用する。
（知的財産権に対する侵権責任の準拠法）
第50条 知的財産権の侵権責任については，保護が求められる地の法を適用する。当事
者は，侵権行為発生後に裁判所所在地法を合意により選択することができる。
第8章附 則
（民法通則等の規定との関係）
第51条 〈中華人民共和国民法通則〉第146条，第147条，〈中華人民共和国相続法〉第36
条につき，本法の規定と異なる場合は，本法による。
（施行日）
第52条 本法は2011年4月1日から施行する。
［訳注］
1) 中国語原文は，〔 〕で表示する。又，読者の便宜のため，中文原文に相当する
日本漠字で表記する。
2) 各条文のタイトルは，中国語原文には存在しない。読者の便宜のため訳者が付
したものである。
3) 中国語原文は，〔法律適用〕とあるが，本法は，国際私法についての法律であり，
原文で使用している〔法律〕という語は，必ずしも中国の国法形式における〔法
律〕を意味しているわけではない。従って，本法において，中国語原文で〔法律〕
とある語は，原則として「法」と訳した。
4) 中国語原文は，〔適用的法律〕である。直訳すると「適用する法（律）」となる
が，この場合は，当該法律関係の準拠法の意味であるので，「準拠法」と訳した。
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5) 中国語原文は， 〔収養〕である。内容的には養子縁組である。
6) 中国語原文は，〔収養人〕，〔被収養人〕である。内容的には養子縁組であるので，
「養親」，「養子」と訳した。
7) 中国語原文は，〔監護〕である。日本語で「後見」と訳されることもあるが，内
容的には， 日本法での「親権」をも含む概念であり，「後見」に限られない場合を
含むため，原語のまま使用する。
8) 中国語原文は，〔経営者〕である。
9) 中国語原文も，〔侵権責任〕である。内容的には，ほぼ「不法行為」に相当する
が， 日本語訳として「不法行為」とする例が少なく，又，「侵権責任法」〔侵権責
任法〕(2009年12月27日公布， 2010年7月1日施行）は，一部契約責任をも含んで
規定しているため，そのまま使用する。
【日本語訳：弁護士／関西大学法科大学院特別任用教授村上 幸 隆】
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